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――引っ張り型生産指示方式の多目標モデル――
渡 辺 展 男
１． は じ め に
トヨタ自動車が２００６年５月に発表した２００６年３月期連結決算（米国会計基
準）は，売上高が２１兆３６９億円と，日本の製造業で初めて２０兆円を上回っ
た。原油高の中で低燃費車の展開が遅れた欧米勢は低迷が予想され，２００７年３
期にはトヨタが自動車の売上高世界一の座に就く公算が大きくなっている
［２６］。トヨタの強さの根底を支えているといわれるトヨタ生産方式において
は，在庫量の削減，ムダの徹底的排除による原価低減を図ることを基本目標と
して，「必要な物を，必要なときに，必要な量だけ作ること」として定義され
るジャストインタイム（Just-in-Time ; JIT）を実現するために，引っ張り型生産
指示方式が採用されている［１３］。引っ張り型生産指示方式においては，各工程
における生産・引き取り指示量はその直後工程で実際に消費された量に基づい
て決定されるが，カンバン方式は引っ張り型生産指示方式を実現する一つの情
報システムであり，カンバンは生産情報の伝達手段となっている１）。本稿は，
この引っ張り型生産指示方式を対象として，数理計画法によるモデリングにつ
いて論じたものである。
生産指示方式に関する数理計画法によるモデリングにおいて，その実際問題
への適用可能性を検討する場合，次の２点，つまり（１）定式化された問題を解
くための計算量の削減，および（２）数式モデルの計算機への入力，モデルと
データの分離等の計算環境の改善が大きな課題となる。対象となる問題は，多
くの整数変数を持つ整数計画問題に定式化されるため，前者の解決は重要な課
４５
題となる。この整数計画問題を解くためのアルゴリズムは，近年，飛躍的に向
上している。特に，分枝限定法（branch-and-bound method）と切除平面法（cut-
ting plane method）の組み合わせと考えられる分枝カット法（branch-and-cut
method）と呼ばれる解法が注目されており，現在は商用ソフトウェアにおいて
も採用されている２）。一方，後者の解決方法として１９７０年代以降開発が進め
られてきたモデル記述言語といわれるソフトウェアが１９９０年代以降日本にお
いても入手が可能となったが，近年このモデル記述言語が大きな進展を見せて
いる。その先進性を表すためにモデル記述言語に代わり，新たな進展をみせた
ソフトウェアに対しては，モデリングシステムという言葉が用いられてい
る３）。前稿［２３］においては，近年の数理計画ソフトウェアの求解性能の向上を
例示するとともに，前者の観点から著者らが提案している近似計算手続きの有
効性を検証し，また後者の観点からモデリングシステムの先進性を活用した解
法アプローチを提案した。
本稿のねらいは，前稿において課題として示した内容，つまりモデリングシ
ステムによる解法アプローチを引っ張り型生産指示方式の多目標モデルに展開
し，数値計算を通して提案アプローチの有効性を検証するとともに今後の課題
を明らかにすることにある。
本稿の構成は以下の通りである。まず２節で多目標モデルの意義と従来の解
法システムの枠組みについて述べた後，３節において本稿が対象としている
引っ張り型生産指示方式の多目標モデルを示す。次に４節において多目標モデ
ルに対する解法を示した後，５節においてモデリングシステムを用いた解法ア
プローチについて述べる。そして６節においてある自動車部品製造工程を用い
て行った数値検証の結果を示した後，最後に７節において本稿のまとめと今後
の課題について述べる。
２． 多目標モデルと従来の解法システム
本稿では生産指示方式に対するアプローチとして数理計画法を用いている。
数理計画モデルでは，ある与えられたデータのもとで実際に問題を解いた場
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合，実行可能解が存在しないという結果になる可能性がある。しかし，本稿で
提示するモデルが対象としている小日程計画レベルでは生産計画の実行が不可
能となってはならず，実際には生産の実行前に生産能力等の手当が行われてい
る。従って，解くべき問題の実行可能性の保証は数理計画法によるモデリング
の重要な要点の一つと考えられ，基準生産能力に対する負荷の超過がどこの工
程でどの程度発生する可能性があるかについて，事前に判明するモデルの構築
が必要となってくる。そこで本稿では，生産必要量に合わせ生産能力を用意す
るという生産能力調整に必要なデータを与え得る多目標モデルを提示する４）。
具体的には，（１）計画期間中の各工程，各品目の補充目標在庫水準の総和を最
小にすること，および（２）生産必要量に対し用意された基準生産能力の他に，
さらに追加手当すべき生産能力の総和を最小にすることを目標とした多目標モ
デル５）である。
多目標モデルに対する解法アプローチの試みとして，これまで著者らは反復
的目標計画法（sequential goal programming）６）の枠組みを適用し，まずワークス
テーション上において，モデル記述言語を用いた解法システムを構築し，数値
計算を通してその有効性を検証した。次にパソコン上のシェル環境を用いた解
法システムを提案してきた［２０，４６，４９］。しかしながら，図１に示すようにその
解法システムの枠組みを実現するためには，スクリプト環境など何らかの形で
処理全体を制御する仕組みが別途必要となっており，さらには多目標モデルを
対象としている関係で，スクリプト言語による処理の記述は極めて複雑なもの
となっていた。
しかしながら，解法システムにおいて主要な役割を果たすモデル記述言語
が，近年さらに大きな進展を見せている。既に述べたように新たな進展をみせ
たソフトウェアに対しては，モデリングシステムという言葉が用いられてい
る。その特徴を簡潔に表現するとすれば，モデルの記述（model describing）と
モデルの解法（model solving）を一つの環境で実現しているということができ
る。
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本稿では，前稿［２３］で提案したモデリングシステムを用いた解法アプローチ
を基礎として多目標モデルへの拡張を試みる。以下，著者らが提案した引っ張
り型生産指示方式の多目標モデルを対象として，代表的なモデリングシステム
の一つである Xpress-MPのMosel［３２］を用いた解法アプローチを例示する。
３． 引っ張り型生産指示方式の多目標モデル
３．１ モデルの条件
本稿で対象とするモデルは，著者らが提案した引っ張り型生産指示方式の多
目標モデルである［２０，４６，４９］。このモデルが対象とするシステムは次のような
図１ 従来の解法システムの枠組み
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多段階，多品目生産・在庫・運搬システムである。
（１）一つの組立工程に収束していく多段工程で N 工程から構成されてお
り，で工程を表す。なお最終工程は n＝１とする。
（２）各工程は生産工程，加工済み在庫点および後続工程加工待ち在庫点（n
＝１では納入待ち製品在庫点）から成る。
（３）期間をで表す。計画期間は１期より始まり T 期で終了
する。
またこのモデルは以下の条件で示される生産状況を対象としている。
（１）受注先から最終製品の各期の納入量についての内示があり，受注残は認
められない。
（２）各工程でM 種類の品目が生産される。で品目を表す。
（３）各期の各品目について，計画期間全体の生産および引き取り割当量が定
まっている。
（４）各期の各品目に対する生産および引き取り指示量は前期の期末に計算さ
れる。
（５）資材在庫は十分にあるが，各工程での生産および引き取りは加工待ちお
よび加工済み在庫量の制約を受ける。
（６）第 n 工程での生産リードタイムは LP nである。即ち，t 期中に生産され
た品目は t＋LP n期中に加工済み在庫点に納入される。また引き取り
リードタイムは LH nである。即ち，t 期中に引き取られた品目は，t＋
LH n期中に納入待ち製品在庫点あるいは加工待ち在庫点に納入され
る。
（７）各品目の段取り替え時間および単位量当たり加工時間は既知で計画期間
中は一定である。
（８）各工程の各品目について期末目標在庫量が設定されている。
（９）段取り替えが必要な工程においては，サブロットの大きさが定まってお
り，生産はこのサブロット単位で行われる。
N＝５の場合のモデルの概念図を図２に示す。
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３．２ 記号
ここで示す多目標モデルでは，前項３．１で述べた記号のほかに次の記号を用
いる。
J ：工程全体の集合 
J 1 ：最終工程を除いた工程の集合 
K ：段取り替えが必要な工程の集合
sn ：第 n 工程の直後工程（）

 ：i 製品の t 期の納入内示量
	
 ：第 n 工程の t 期の基準生産能力（時間）

 ：第 n 工程での i 品目の単位量当たり加工時間
 ：第 n 工程での i 品目の段取り替え時間（）
 ：段取り替えが必要な工程で加工される i 品目のサブロットの大きさ
（）


 ：第 n 工程での i 品目の初期加工済み在庫量


 ：i 製品の初期納入待ち在庫量（n＝１の場合）及び第 n 工程の後工
程 sn への i 部品の初期加工待ち在庫量（の場合）
	
 ：第 n 工程の i 品目についての生産仕掛量（）
	
 ：第 n 工程の i 品目についての引き取り仕掛量（）

 ：第 n 工程の加工済み在庫点における i 品目の t 期末目標在庫量

 ：納入待ち製品在庫点及び加工待ち在庫点における i 品目の t 期末目
標在庫量
 ：第 n 工程の i 品目についての計画期間全体の生産割当量
 ：第 n 工程の i 品目についての計画期間全体の引き取り割当量
 ：直後工程 sn の i 品目を１個作るのに必要な第 n 工程の i 品目の個
数

なお，納入内示量，在庫量，仕掛量およびサブロットの大きさに関する上記
の記号は全て非負の整数である。
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
 ：第 n 工程での i 品目の t 期末における加工済み在庫量

 ：i 製品の t 期末における納入待ち在庫量（n＝１の場合）及び第 n
工程の後工程 sn への i 部品の t 期末の加工待ち在庫量（の
場合）
	
 ：第 n 工程の i 品目について t 期末に計算される t＋１期の生産指示
量


 ：第 n 工程の i 品目について t 期末に計算される t＋１期の加工済み
在庫からの引き取り指示量

 ：第 n 工程での i 品目の t 期中の実際の生産量

 ：第 n 工程での i 品目の t 期中の実際の引き取り量

 ：第 n 工程で加工される i 品目についての t 期における段取り替えの
回数を表す変数（）
	

 ：第 n 工程の i 品目についての初期生産指示量（決定変数）



 ：第 n 工程の i 品目についての加工済み在庫からの初期引き取り指
示量（決定変数）
， ：補充目標在庫水準の総和の最小化に関する目標制約式に対する差異
図２ モデルの概念図の例（N＝５）
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変数

，：第 n 工程の t 期での生産能力調整に関する目標制約式に対する差
異変数（決定変数）
３．３ 定式化
本稿で対象とする引っ張り型生産指示方式の多目標モデルは，次のような目
標計画法の問題に定式化される。
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ここで，
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本稿が対象とするモデルは，前節で述べたように，（１）計画期間中の各工
程，各品目の補充目標在庫水準の総和を最小にすること，および（２）生産必要
量に対し用意された基準生産能力の他に，さらに追加手当すべき生産能力の総
和を最小にすることを目標とした多目標モデルである。また本稿で提示する解
法は，具体的には，多目標モデルを目標計画法（goal programming）７）の問題に
定式化し，反復的目標計画法（sequential goal programming）の枠組みを採用す
るというものである。
式（１）は辞書式最小化，つまり補充目標在庫水準の総和の最小化を第１優先
目標とし，追加手当すべき生産能力の総和の最小化を第２優先目標とすること
を示す達成関数である。式（２）は，補充目標在庫水準の総和の最小化に関する
目標制約式である８）。式（３），（４）は各工程の各期における生産必要量と基準生
産能力との差異を表現しており，追加手当すべき生産能力の総和の最小化に関
する目標制約式である。目標制約式（３），（４）に対する差異変数の値
が，生産能力調整に必要なデータとなる。つまり，この値によって事前に用意
すべき生産能力の設定を行うことができる。
式（５）～（７）は各在庫点の各期末における在庫量のバランス式である。式（８）
モデリングシステムを用いた生産計画問題の解法（２） ５３
～（１０）は各工程，各品目の生産指示量，引き取り指示量のバランス式である。
またこれらのバランス式（８）～（１０）は，各工程における生産・引き取り指示量
はその直後工程で実際に消費された量に基づいて決定されるという引っ張り型
生産指示方式の概念［４３］を表現している。式（１１），（１２）は指示量による生産量
制約および引き取り量制約を示している。式（１３）は３．１項で述べた条件（９）に
対応するもので，段取り替えが必要な工程での生産量とサブロットとの関係を
表している。式（１４），（１５）は３．１項で述べた条件（３）に対応するもので，計画
期間全体の割当量による生産・引き取り量制約を表現している。式（１６）～（１８）
はその割当量を定めたものである。式（１９）～（２１）は各在庫点における期末在庫
量に対する制約を表しているが，同時に式（１９）は製品納入の保証を表してい
る。また同様に，式（２０），（２１）は在庫による実際の生産量と引き取り量に対す
る制約を意味している。式（２２）～（２４）は段取り回数，生産量，引き取り量およ
び初期指示量に対する非負整数制約である。式（２５），（２６）は差異変数の非負制
約である。
なお 
，
，
，
，	
および納入内示量，初期在庫量，仕掛
量およびサブロットの大きさの非負整数性と式（１１），（１２）および式（１９）～（２１）
により，各期の指示量
，	
および期末在庫量

，
の非負整数性
は保証されている。
４． 多目標モデルに対する解法
４．１ 解法の枠組み
本稿では，引っ張り型生産指示方式の多目標モデルに対して，前稿で提示し
たモデリングシステムを用いた解法アプローチを基礎として，反復的目標計画
法の枠組みを用いた解法を示す。その概要は次の通り。
（１）整数変数の数を減らすために数式モデルを再定式化する８）。
（２）反復的目標計画法の枠組みを採用した結果，単一目標問題に帰着される
問題に対して，前稿で提案した近似計算手続きを繰り返し適用し近似最
適解を求める。
５４ 専修経営研究年報
前節では多目標モデルを多くの整数変数を持つ目標計画法の問題に定式化し
た。この目標計画法の問題は，一般的には以下のような整数目標計画問題とし
て表される。
lexicographically minimize




 

	 （２７）
subject to



	
	

  （２８）

 （２９）
：非負の整数 （３０）
 （３１）
ここで，は優先度 g の目標制約式に対する差異変数の線形関数（g＝
１，２，…，G），
	


	


	
	


	


	

	

	
は h 番目の目標制約式に対する差異変数，
は非負の整数変数，
はh番目の目標制約式における変数に対する係数，
（y＝１，２，…，Y），

は h 番目の目標制約式における希求水準，
およびは厳密に守るべき制約条件式に関わる係数行列および右
辺ベクトル。
つまり，達成関数（２７）は式（１）に，式（２８）は目標制約式（２）～（４）に，式（２９）
は厳密に守るべき制約条件式（５）～（２１）に，条件（３０）は変数に対する非負整数
条件（２２）～（２４）に，そして条件（３１）は差異変数に対する非負条件（２５），（２６）に
各々対応している。
本稿では整数変数を減らすためモデルを再定式化した後，式（２７）～（３１）で表
される整数目標計画問題に対して，反復的目標計画法の枠組みを用いて，次の
ような計算手続きを提案する。
手順１：g＝１とおく。
モデリングシステムを用いた生産計画問題の解法（２） ５５
手順２：以下に示すような優先度 g の差異変数の線形関数に対する最小化問題
を設定し，これを解く。ここで得られた近似最適解における の値

とする。
minimize 
subject to （２８）～（３１）
手順３：もし，g ＝ G ならば手順５へ。そうでない場合は手順４へ。
手順４：手順２で得られた値を用いて，以下に示す制約式（３２）を厳密に守
るべき制約式（２９）に追加し，g ＝ g＋１とおき，手順２へ。

 （３２）
手順５：手続きを終了する。
最後の優先度 G に対する最小化問題を解いて得られた解が，元の整数目標
計画問題の近似最適解となる。手順２で設定される単一目標の問題は，多くの
整数変数を含む混合整数計画問題となるが，本稿では，その解法として前稿で
提案した近似計算手続きを適用し近似最適解を求める。
以下，本稿では代表的なモデリングシステムMoselを用いた新たな解法ア
プローチを例示するが，その前に単一目標の混合整数計画問題を解くために本
研究で使用している数理計画ソフトウェア Xpress-MPの最適化モジュールで
ある Optimizer［３２］（これ以降，Optimizerは最適化モジュールを意味しているもの
とする）において，初期設定で定められている計算手続きと本研究で採用して
いる近似計算手続きについて述べておく。
４．２ 標準手続き
本研究で使用している数理計画ソフトウェアの最適化モジュール Optimizer
では，整数計画問題を解くために分枝カット法が採用されている。分枝カット
法とは，分枝限定法による探索の過程で切除平面（cut）を加えながら，緩和問
題である線形計画問題を解いていくことで整数解探索の効率化を図ろうとする
解法である。いわば分枝限定法と切除平面法の組み合わせと考えられるが，整
数計画法の研究においては現在最も注目されているアプローチの一つであ
５６ 専修経営研究年報
る２）。
このように分枝カット法では基本的には分枝限定法の手続きを進行させるた
め，その計算戦略が計算時間に大きな影響を及ぼす。Optimizerでは，パラ
メータを操作することにより分枝限定法に関わる計算戦略の設定が可能であ
る。
本研究では，次の項目に関するパラメータを操作し計算手続きを作成してい
る。
（１）ノードの選択
（２）分枝変数の選択
（３）ノード棄却の判定基準値
これらの項目に関するパラメータに対して，Optimizerの初期設定は次の通
りである。
（１）ノードの選択
・下界値優先則と奥行き優先則との折衷則。
・つまり，最後に解いたノードの二つの子問題のうち，良いノードを選ぶ。
・両方の子問題とも捨てられた場合は，待ちノード全体から良いノードを選
ぶ。
・良いノードとは，選択の対象となっている子問題の中で最良の下限値（最
小化問題の場合）を持つノードとする。
（２）分枝変数の選択
・擬コスト（pseudo-cost）を用いて評価関数の劣化が最も大きいと予想され
る変数を選ぶ９）。
（３）ノード棄却の判定基準値
・基本的には，最良整数解における評価関数値であるが，式（３３）で示される
設定であるため評価関数値が同じ整数解は探索されない。
CUTOFF = IPOBJ + ADDCUT （３３）
ここで， CUTOFF：ノード棄却の判定基準値
IPOBJ ：その時点での最良整数解における評価関数値
モデリングシステムを用いた生産計画問題の解法（２） ５７
ADDCUT ＝ min（－１．０E－５，－１．０E－６×LPOBJ）
LPOBJ ：変数に対する整数条件が緩和された線形計画問題
の最適解における評価関数値
以下，単一目標の混合整数計画問題のレベルにおいて，これらの設定を用い
て構成した多目標モデルに対する計算手続きを標準手続きと呼ぶ。
４．３ 近似計算手続き
標準手続きに対して，近似計算手続きの計算戦略は次の通りである。
（１）ノードの選択
・標準手続きと同様，下界値優先則と奥行き優先則との折衷則。
（２）分枝変数の選択
・モデリングシステムMoselによるモデル記述の中で優先順位を指定す
る。
・その優先順位は順に，（１）段取り替えの回数を表す変数 
，（２）生産お
よび引き取りの初期指示量
，
，（３）実際の生産量および引き取り
量
，	
とする。
なおトヨタ生産方式においては段取り替え作業の取扱いが一つの要点１０）とな
るが，この段取り替えに関わる変数を優先的に分枝させるという優先順位の導
入が，本研究で採用している近似計算手続きの特徴１１）となっていることが今回
行った数値計算においても明らかになっている（後述６節を参照）。
（３）ノード棄却の判定基準値
・次の式（３４）で示される値をノード棄却の判定基準値として設定する。
CUTOFF ＝ IPOBJ／（１＋α） （３４）
ここで， CUTOFF ：ノード棄却の判定基準値
IPOBJ ：その時点での最良整数解における評価関数値
α ：下限値（最小化問題の場合）からの相対誤差
ここで示した近似計算手続きは，下限値を基準とした相対誤差に基づいた計
算手続きである。つまり少ない計算量で相対誤差がある値 α以内であること
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を保証する近似最適解が得られる。以下，単一目標の混合整数計画問題のレベ
ルにおいて，これらの設定を用いて構成した多目標モデルに対する近似計算手
続きを単に近似手続きと呼ぶ。
４．４ 数値計算で用いた計算手続き
ここでは，本研究で行った数値計算で用いた計算手続きを示す。各計算手続
きの計算結果については６節において詳述する。
（１）標準手続き
４．２項で述べた標準手続き，即ち Optimizerの初期設定による多目標モデ
ルの計算手続き。
（２）優先順位
分枝変数の選択以外は，標準手続きと同じ計算手続き。またノード棄却の
判定基準値の設定以外は，近似手続きと同じ計算手続きでもある。つまり
ノード棄却の判定基準値については初期設定（４．２項を参照）を用いる計算手
続きであり，この計算手続きと標準手続きおよび近似手続きの計算結果を比
較することで，近似計算手続きにおける優先順位データの導入の効果そして
ノード棄却の判定基準値の設定が計算時間に及ぼす影響が明らかになる。
（３）近似手続き
４．３項で述べた近似手続きの内，相対誤差 α＝０．０１とした多目標モデルの
計算手続き。
５． モデリングシステムを用いた解法アプローチ
多目標モデルに対する解法アプローチの試みとして，これまで著者らは図１
に示すような枠組みを構築してきた。しかし，その解法システムを実現するた
めにはスクリプト環境など何らかの形で処理全体を制御する仕組みが別途必要
となっており，さらには多目標モデルを対象としている関係で，スクリプト言
語による処理の記述は極めて複雑なものとなっていた。
これに対して，モデリングシステムでは対象とする数理計画問題のモデルと
モデリングシステムを用いた生産計画問題の解法（２） ５９
その解き方を同時に記述し問題解決を図ることができる。つまり，モデルの記
述（model describing）とモデルの解法（model solving）を一つの環境で実現して
いる。以下では，３節で示した引っ張り型生産指示方式の多目標モデルを対象
として，モデリングシステムMoselを用いて実現した新たな解法アプローチ
を例示する。
５．１ モデルを記述する
まず目標制約式（２）～（４）は，次のように記述する。なお式（３５）は計画期間中
の各工程，各品目の補充目標在庫水準の総和の最小化に関する目標制約式を意
味する記述であるが，ここでは定数項部分（初期在庫量および仕掛量）を消去し
ている。式（３６），（３７）が各工程の各期における生産必要量と基準生産能力との
差異を表現しており，追加手当すべき生産能力の総和の最小化に関する目標制
約式の記述である。ここで，各々の２行目に示されているのは，工程 n が段
取り変え作業の考慮が必要である場合（SK（n）＝１），あるいは考慮が必要でない
場合（SK（n）＝０）にのみ，この制約を生成しなさいという条件付きの制約生成
を表現している。
!!! Goal Constraint（２）
GC２：＝
sum（n in１..N，i in１..M）V０（i，n）＋
sum（n in１..N，i in１..M）U０（i，n）＋zrminus − zrplus＝０（３５）
!!! Goal Constraints（３）－（４）
forall（n in１..N，t in１..T| SK（n）＝１）
GC３（n，t）：＝
sum（i in１..M）（a（n，i）＊L（n，i）＋S（n，i））＊X（i，t，n）＋
zminus（t，n）－zplus（t，n）＝W（n，t） （３６）
forall（n in１..N，t in１..T| SK（n）＝０）
GC４（n，t）：＝
sum（i in１..M）a（n，i）＊P（i，t，n）＋
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zminus（t，n）－zplus（t，n）＝W（n，t） （３７）
次に達成関数を表わす式（１）の記述であるが，上記の目標制約式の記述を踏
まえ，式（３８）が補充目標在庫水準の総和の最小化を第１優先目標とすることに
対応し，式（３９）が追加手当すべき生産能力の総和の最小化を第２優先目標とす
ることに対応している。
!!! Lexicographically minimize
goal（１）：＝zrplus − zrminus （３８）
goal（２）：＝sum（n in１..N，t in１..T）zplus（t，n） （３９）
その他の制約条件式の記述も含め，上記に示したように，Moselでは数式モ
デルに近い表現でモデルの記述を行うことができ，これによって Optimizerの
入力データであるマトリックスファイルの生成を指示している。
５．２ 解き方を記述する：近似計算手続きの記述
４．３項で示した分枝限定法に関わる近似計算手続きのうち，分枝変数の選択
に関わる優先順位は次のように記述する。式（４０）は段取り替えの回数を表す変
数 
に第１優先があることを，式（４１），（４２）は生産および引き取りの初期
指示量
，
に第２優先があることを示している。分枝変数の選択に関
わる優先順位を表すパラメータ XPRS_PRの標準値は５００であり，この値より
も小さな値を設定することで優先順位を表現できる。なお式（４０）の１行目に示
されているのは，工程 n が段取り替え作業の考慮が必要な工程の場合，この
優先順位の指定が有効であることを示しており，制約の生成のみならずパラ
メータの設定についても条件付の設定が可能であることを示している。
最後の式（４３）はここで設定された分枝変数の選択に関わる優先順位を，ある
ファイルに書き出すことを示している。この例ではファイル名として ex.dirと
いう名前が設定されている。
forall（i in１..M，t in１..T，n in１..N | SK（n）＝１）
setmipdir（X（i，t，n），XPRS_PR，１００） （４０）
forall（i in１..M，n in１..N）
モデリングシステムを用いた生産計画問題の解法（２） ６１
setmipdir（V０（i，n），XPRS_PR，２００） （４１）
forall（i in１..M，n in１..N）
setmipdir（U０（i，n），XPRS_PR，２００） （４２）
writedirs（’ex.dir’） （４３）
次に，ノード棄却の判定基準値の設定については以下のように記述する。こ
れは４．３項で述べたノード棄却の判定基準値の式（３４）で示される値を設定する
ためのもので，手続き名 setcutoffとしてその手続き（procedure）が記述されて
いる。式（３４）に対応させるとパラメータ XPRS_mipobjvalは整数解が得られた
時点での評価関数値 IPOBJを，XPRS_mipabscutoffは Optimizerに指示する
ノード棄却の判定基準値 CUTOFFを表している。なお ALPHAは相対誤差 α
に対応しており，その値はモデル記述の最初の段階で設定しておけばよい。６
節で示す数値計算例である近似手続きでは，この値を０．０１に設定している。
また getparamおよび setparamは，Optimizerからその時点でのあるパラ
メータの値を受け取る（getparam）あるいはパラメータを設定し Optimizerへ
与える（setparam）役割を果たすものである。Moselは，このようにパラメー
タの受け渡しを行うことで Opimizerに対して細かな求解指示を与えることが
できる。
procedure setcutoff
declarations
objval : real
cutoff : real
cutoffnew : real
end-declarations （４４）
objval :＝getparam（’XPRS_mipobjval ’）
cutoff :＝getparam（’XPRS_mipabscutoff ’）
cutoffnew :＝objval／（１＋ALPHA）
setparam（’XPRS_mipabscutoff ’，cutoffnew）
end-procedure
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これらの記述の後，モデリングシステムMoselは以下のようなコマンドを
発行し最適化モジュールである Optimizerに求解の指示を与える。式（４５）は
callback機能と言われるもので，整数解が得られた時点で求解を一時停止し，
式（４４）で示した procedure setcutoffの手続きを実行した後，求解を再開せよと
いう指示を表している。また式（４６）の３行目は計算時間（CPU time）が３６００
秒を経過した時点で計算を打ち切れという指示に相当する。最後の式（４７）は式
（４０）～（４２）で設定し，式（４３）の指示でファイル名 ex.dirに保存されている分枝
変数の選択に関わる優先順位情報を読み取り，評価関数を式（３８）で示している
補充目標在庫水準の総和，つまり第１優先目標 goal（１）とする混合整数計画問
題の最小化（minimize）を実行せよという Optimizerへの指示を表している。
setcallback（XPRS_CB_INTSOL，’setcutoff ’） （４５）
setparam（’XPRS_loadnames ’，true）
setparam（’XPRS_verbose ’，true） （４６）
setparam（’XPRS_maxtime ’，－３６００）
setparam（’XPRS_solutionfile ’，１）
loadprob（goal（１））
readdirs（’ex.dir ’） （４７）
minimize（goal（１））
５．３ 解き方を記述する：反復的目標計画法の記述
４．１項で示した反復的目標計画法の計算手続きにおいては，上述の式（４７）は
手順２に対応する。この式（４７）に続けて，次のように記述することで反復的目
標計算法の計算手続きを実現することができる。まず式（４８）は，第１優先目標
の最小化の結果判定を行う記述である。ここでは第１優先目標の最小化におい
て近似最適解が得られている場合，その解の出力を指示している。
if getparam（’XPRS_mipsols ’）＝０ then
writeln（’Goal１：NO MIP Solutions ’）
exit（１） （４８）
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else
command（’writeprtsol ’）
writeln（’Goal１：MIP Solution is obtained ’）
writeln（’Go to the stage of Goal２’）
式（４８）において，第１優先目標の最小化において近似最適解が得られている
と判定された場合には，以下の手続きに進む。式（４９）は，第１優先目標の最小
化から第２優先目標の最小化へ移行する前準備として，第２優先目標の最小化
におけるノード棄却の判定基準値を設定している記述である。ここでは，第１
優先目標の最小化が完了した時点の第２優先目標の値 getact（goal（２））をもと
に，ノード棄却の判定基準値を新たに設定することで，第２優先目標の最小化
における計算量の削減を図っている。なお式（４９）の第１行目は，第１優先目標
の最小化が完了した時点で，既に第２優先目標の最小化も完了している場合，
手続きを終了させるための記述である。
if getact（goal（２））＜＞０ then
writeln（’goal（２）value ＝ ’， getact（goal（２）））
cutoff２：＝getact（goal（２））／（１＋ALPHA） （４９）
setparam（’XPRS_mipabscutoff ’，cutoff２）
writeln（’cutoff value of Goal２＝’，cutoff２）
次の式（５０）の記述は，第１優先目標の近似最適解における目標値 getobjval
を用いて，第１優先目標の値を制約条件式に追加しているものである。これは
４．１項で示した反復的目標計画法の計算手続きの手順４における式（３２）に対応
する記述である。式（５１）は，手順２に戻り第２優先目標の最小化を行うことを
指示しているものである。なお，この第２優先目標の最小化の段階において
も，５．２項で示した分枝限定法に関わる近似計算手続きの記述が有効であり，
少ない計算量で近似最適解を求めようとしている。
goal（１）：＝goal（１）＜＝getobjval （５０）
loadprob（goal（２））
readdirs（’ex.dir ’） （５１）
minimize（goal（２））
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（a）原データの入力とモデルの記述 
（c）反復的目標計画法の記述 
（b）近似計算手続きの記述 
　　　計算戦略の設定 
統 合 環 境 の 提 供  ：  モ デ リ ン グ シ ス テ ム 
処 理 全 体 の 制 御  ：  モ デ リ ン グ シ ス テ ム 
解 き 方 の 指 示  
最 適 化 モ ジ ュ ー ル  
（ 外 部 の ソ フ ト ウ ェ ア ， 外 部 の デ ー タ ）  
図３に，本稿で提案するモデリングシステムMoselを用いた解法アプロー
チを示す。多目標モデルに対するこれまでの枠組み，つまり２節の図１で示し
たモデル記述言語を用いた場合と異なり，モデリングシステムが処理全体の制
御を行っており，別途必要であったスクリプト言語などによる煩雑な処理手順
の記述はない。モデル記述によるマトリックスファイルの生成のみならず，分
枝限定法に関わる近似計算手続きおよび反復的目標計画法の記述を行うこと
で，モデリングシステムが最適化モジュールに対してモデルの解き方を指示す
る形式となっている。具体的には，最適化モジュールとのインターフェースの
図３ モデリングシステムを用いた解法アプローチ
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働きをするmmxprsといわれるモジュールを介して最適化モジュールを制御
している。上述の setcallback，readdirsおよびminimizeなどのコマンドも全
てそのモジュールを介して Optimizerへ伝達されている［３２］。
なおMoselではインターフェースの働きをする別のモジュールを介在させ
ることで，Xpress−MPの最適化モジュールだけではなく外部のソフトウェア
あるいは外部のデータを制御することも可能となっている。このインター
フェースの働きをする一群のMosel Modulesの存在，つまりmodularityの概
念がモデリングシステムの機能をさらに拡張させるものとしてMoselの特徴
の一つだといわれている［３８］。また図３に示しているように，本研究で使用し
ている数理計画ソフトウェア Xpress-MPでは，モデルの記述（model describ-
ing）とモデルの解法（model solving）を一つの画面上で行う Xpress-IVEといわ
れる統合環境が提供されている。この統合環境の提供も広い意味でのモデリン
グシステムの機能といえる。
６． 数値計算例
６．１ 数値計算の条件
モデリングシステムの先進性を活用した解法アプローチの有効性を検証する
ため，ある自動車部品製造メーカーにおける製造工程を対象に数値計算を行っ
た。対象とした製造工程はガソリンタンクに使用する小物自動車部品を製造し
ており次の５工程より構成される。その流れ図は図２と同じものである。
（１）組立工程（ロー付け） ：n＝１
（２）プレス工程１（タンデム工程） ：n＝２
（３）プレス工程２（フープライン） ：n＝３
（４）ベンディング工程（ベンダー） ：n＝４
（５）パイプ加工工程（自動切断機） ：n＝５
また，用いた入力データ等の具体的な数値計算の条件は次の通りである。
（１）計画期間は２週間であり，t は１日単位で T＝１０日である。
（２）各工程で生産する品目として，代表的な３車種の部品を考える。
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（３）段取り替えが必要な工程はプレス工程１（n＝２）およびプレス工程２（n＝３）
である。
（４）組立工程（n＝１）およびプレス工程１（n＝２）における生産リードタイムは１
日であり，その他の工程における生産リードタイムおよび全ての工程にお
ける引き取りリードタイムは十分に短い。
（５）入力データ
（a）納入内示量

＝２０， 
＝１５， 
＝５ （t＝１，１０），

＝３０， 
＝２５， 
＝５ （t＝２，３，…，９）
（b）基準生産能力

＝４２０分 （n＝１，２，...，５; t＝１，２，...，１０）
（c）単位量当たり加工時間
＝６分 （i＝１，２，３; n＝１，２），
＝３分 （i＝１，２，３; n＝３，４，５）
（d）段取り替え時間
＝１５分，＝１０分 （i＝１，２，３）
（e）サブロットの大きさ
	＝１０，	＝１０ （i＝１，２，３）
（f）初期在庫量



＝１４，

＝１２，

＝５


＝１４，
＝１２，
＝５ （n＝１，２，...，５）
（g）期末目標在庫量


＝１０，

＝８，

＝３

＝１０，
＝８，
＝３ （n＝１，２，...，５; t＝１，２，...，１０）
（h）生産仕掛量


＝２５，
＝２０，
＝５


＝３０，
＝２０，
＝０
なお，部品構成を表すは全て１である。
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以上の生産条件の下での実際に解くべき計画問題の規模は，目標制約式が
５１制約，厳密に守るべき制約式が６０６制約，整数変数は３３０変数そして差異
変数が１０２変数である。
なお，数値計算で用いた計算環境は次の通りである。
（１）CPU Pentium M１．４０GHz
（２）RAM １GB
（３）オペレーティングシステム（OS）Windows XP Professional SP１
（４）数理計画ソフトウェア Xpress-MP Release２００６A
モデリングシステム Xpress Mosel Version１．６．２
最適化モジュール Xpress Optimizer Version１７．０１．０２
統合環境 Xpress-IVE Version１．１７．０４
６．２ 計算結果と考察
前項６．１で示した条件のもとで実施した数値計算の結果を以下に述べる。ま
ず第１優先目標である補充目標在庫水準の総和の最小化における三つの計算手
続き（標準手続き，優先順位および近似手続き）の計算結果を表１に示す。表の見
方は次の通り。
（１）CPU Time ：計算手続きの実行に要した計算時間。
（２）生成ノード ：分枝限定法の過程で生成されたノードの数。但し，最終結
果が計算打ち切りの場合においては，実際の生成ノード数
は，その表示数から＋１００の範囲にある。
（３）評価関数値 ：補充目標在庫水準の総和の内，定数項（初期在庫量および仕
掛量）を除いた値。
（４）goal（２） ：計算打ち切りも含め，第１優先目標の最小化が完了した時
点での第２優先目標である追加手当すべき生産能力の総和
の値。
表１で示されているように，第１優先目標の最小化における標準手続きと優
先順位との大きな違いは，探索を完了できているか否かである。既に述べたよ
６８ 専修経営研究年報
うに整数計画問題を解くためのアルゴリズムは，近年，飛躍的に向上してお
り，最適化モジュールの初期設定による計算である標準手続きにおいても最良
解は，４８６秒で得られている。実は，結果としてこの最良解は最適解であるの
だが，標準手続きにおいては，分枝限定法の手続きによる最適判定を３６００秒
以内に行うことができていない。一方，優先順位の計算手続きは，分枝変数の
選択において４．３項で示した段取り替えに関わる変数を優先的に分枝させると
いう優先順位を導入したものである。これによって最良解への到達時間も早く
（３５８秒と４８６秒），さらには９２１秒の時点で最適解の判定を行い，計算を完了す
ることができている。
近似手続きは，分枝変数の選択における優先順位の導入に加え，さらにノー
ド棄却の判定基準値を導入し少ない計算量で相対誤差がある値 α以内である
ことを保証する近似最適解を得ようとする計算手続きである。今回の数値計算
では，相対誤差 α＝０．０１の場合であるが，優先順位の計算手続きに対して約１
／８（１２０秒と９２１秒）の計算時間で計算を完了することができている。しかも
表１ 計算結果（第１優先目標）
第１優先目標 標準手続き 優先順位
近似手続き
α＝０．０１
最初の整数解
CPU Time
生成ノード
評価関数値
２秒
６３
６１１
１秒
６４
６００
１秒
６４
６００
最良の整数解
CPU Time
生成ノード
評価関数値
２３回目
４８６秒
１３３８０６
５６１
１０回目
３５８秒
１０２２９２
５６１
６回目
９１秒
２５４３２
５６１
最終結果
CPU Time
生成ノード
評価関数値
判 定
goal（２）
３６００秒
１１２１８００
５６１
計算打ち切り
１５０
９２１秒
２７６０８５
５６１
探索完了
１８０
１２０秒
３９５０９
５６１
探索完了
１９５
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近似最適解ではなく，優先順位の計算手続きと同じく最適解が得られている。
次に，第２優先目標である追加手当すべき生産能力の総和の最小化に移行し
た後の各計算手続きの計算結果を表２に示す。表の見方は次の通り（説明のない
ものは，表１と同じである）。
（１）CUTOFF ：第１優先目標の最小化が完了した時点での第２優先目標であ
る追加手当すべき生産能力の総和の値をもとに設定するノー
ド棄却の判定基準値。標準手続きと優先順位については，
表１の goal（２）の値から０．０００１を引いた値を設定してい
る。近似手続きについては，４．３項の式（３４）に基づいた値が
設定される。
（２）評価関数値：第２優先目標である追加手当すべき生産能力の総和の値。
（３）経過時間 ：計算手続き全体，つまり第１優先目標の最小化の計算開始か
ら第２優先目標の計算終了までの経過時間。
なお，表２で示されている第２優先目標の最小化においては，いずれの計算
手続きにおいても最初の整数解が分枝限定法の手続きにおいて最適と判断され
表２ 計算結果（第２優先目標）
第２優先目標 標準手続き 優先順位
近似手続き
α＝０．０１
CUTOFF １４９．９９９９ １７９．９９９９ １９３．０６９
最初の整数解
CPU Time
生成ノード
評価関数値
９０５秒
１６４００１
１２０
３６３秒
５７３２７
１２０
６１２秒
８４２３１
１２０
最良の整数解
最終結果
CPU Time
生成ノード
評価関数値
判 定
経過時間
９０５秒
１６４００１
１２０
探索完了
５１６１秒
３６３秒
５７３２７
１２０
探索完了
１３５４秒
６１２秒
８４２３１
１２０
探索完了
７７１秒
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計算を終了している（カットの生成後に得られている下限値と一致したためで
ある）。
表２に示されている計算結果より，第１優先目標の最小化と同様，第２優先
目標の最小化においても分枝変数の選択における優先順位の導入が有効である
ことがわかる。優先順位の計算手続きは，ノード棄却の判定基準値が大きな値
（１７９．９９９９と１４９．９９９９）であるにもかかわらず，標準手続きよりも短い計算時間
（３６３秒と９０５秒）で計算を終了している。
近似手続きについては，（１）ノード棄却の判定基準値が大きな値（１９３．０６９）
で第２優先目標の最小化を開始していること，（２）本数値例の場合，最初の整
数解が最適解であることもあるが，表１でみられた大きな優位性はなく，優先
順位の計算手続きよりも多くの計算時間を要している。しかしながら計算全体
を通してみた場合，優先順位の計算手続きに対して，約１／２（７７１秒と１３５４
秒）の計算時間で計算を完了することができている。
表１および表２の計算結果は，解くべき問題の特徴を踏まえた上で現在考え
られている技法を組み入れることで，さらに計算量の削減を図ることができる
ことを示している。本研究が対象としている数理計画モデルはトヨタ生産方式
におけるカンバン方式の概念に基づいたモデルであるが，トヨタ生産方式にお
いては段取り替え作業の取扱いが一つの要点となっている。この段取り替えに
関わる変数を優先的に分枝させるという優先順位の導入が，計算量を削減させ
る上で有効であるという結果は極めて興味深いものである１１）。
追加手当すべき生産能力
目標制約式（３），（４）に対する差異変数，の値が，生産能力調整に必
要なデータとなる。つまり，この値によって事前に用意すべき生産能力の設定
を行うことができる。具体的には，提示したモデルの決定変数の一つである差
異変数の値が，基準準生産能力の他に，さらに追加手当すべき生産能
力の値を示している。今回の計算では追加手当すべき生産能力の総和は，１２０
分となっている。近似手続きの計算結果における追加手当すべき生産能力の配
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分は以下の通りであった。つまり，いずれもプレス工程１（タンデム工程）に
おいて生産能力の追加手当てが必要であることを示すものであった。

＝３０分， ＝３０分， ＝３０分， ＝３０分
初期指示量および補充目標在庫水準
決定変数，つまり計画期間のはじめに提示する第 n 工程の i 品目について
の初期生産指示量および初期引き取り指示量は次の通りである。なおこれらの
値も，近似手続きにおいて得られている値である。

	

，
	

，
	

； 
	

，
	

，
	

；

	

，
	

，
	

； 
	

，
	

，
	

；

	

，
	

，
	

； 
	

，
	

，
	

；

	

，
	

，
	

； 
	

，
	

，
	

；

	

，
	

，
	

； 
	

，
	

，
	

．
この値，初期在庫量および仕掛量によって，提案したモデルの各工程におけ
る補充目標在庫水準が与えられる。引っ張り型生産指示方式は，この補充目標
在庫水準のもとに運用される。
７． まとめ
本稿では，前稿において課題として示した内容，つまりモデリングシステム
による解法アプローチを引っ張り型生産指示方式の多目標モデルに展開し，数
値計算を通して提案アプローチの有効性を検証した。モデリングシステムに
よって，モデル記述のみならず計算手続き全体を記述することが可能となり，
これまで解法システムの構築にあたり別途必要であったスクリプト言語などの
環境は，もはや不要のものとなっている。
多目標モデルに対しては反復的目標計画法の枠組みを用いているため，個々
の最小化の計算は単一目標の混合整数計画問題に帰着されている。従って本稿
においても，これまで著者らが提案してきた計算量削減の指針，つまり求解の
困難な問題に対しては，解くべき問題の特徴を踏まえた上で，複数のアプロー
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チを組み合わせることで対処すれば有効な成果が得られることを例示したもの
となっている。本研究で示している近似計算手続きは，いわば（１）分枝カット
法によって対象としている問題の解の下限（lower bound）を切り上げる，（２）
ノード棄却の判定基準値において αという相対誤差を導入することによって
解の上限（upper bound）を切り下げる，さらに（３）解くべき問題の特徴を捉
え，段取り替えに関わる変数を優先的に分枝させる優先順位データを導入する
という３点の視点から構成されている求解戦略に基づくものである。今回の数
値計算においては，このうち，（３）の方策が極めて有効であることをあらため
て認識する結果となった。
その一方で，第２優先目標の最小化における計算結果は，さらに計算量削減
の方策を検討する余地があることを示すものであった。今後は，数理計画法に
よるアプローチと他の方法論との併用などによる改善策を検討するとともに，
引き続きモデル記述言語の動向についてもサーベイを進めていきたいと考えて
いる。
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